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習志野市では、平成13～26年度を計画期間として策定した長期計画を、市政

指針として12年間にわたり、まちづくりに取り組んできました。

ここで定めた「基本構想」と「基本計画」においては、多くの市民の皆様と地

域・大学・民間企業等のご協力をいただくことで、そこで謳われた「市民一人ひ

とりが夢と輝きをもって自己実現できる都市（まち）習志野」を単なる目標として

終わらせることなく、市内各所でその成果を上げることができました。

しかしながら、この間の日本社会やそれを取り巻く国際社会は、常に激動の中

にあり、この12年間は多様な価値観やニーズが生まれ出た期間でもありました。

地方自治体においても、長引く景気の低迷等もあり、依然として厳しい財政状

況の中、地方分権への動きが加速し、これまで以上に社会経済情勢の変化に対す

る対応力が求められています。

また、平成23年３月11日の東日本大震災では、本市においても多くの住宅や

公共施設が損壊する等の大きな被害を受け、更に、これまで指摘されていた公共

施設の老朽化問題についても、防災上の懸念から、早急な対応を迫られることと

なりました。

今後は、市民生活の一日も早い再建や都市基盤・生活基盤の復旧復興とともに、

災害に強い安全・安心なまちづくりの推進が求められています。

このような新たな状況に柔軟に対応し、今後12年間にわたる習志野市の長期

的な市政指針を示し、未来の構築へ向けた確かな道しるべとすべく、平成26年

度から37年度までを計画期間とする基本構想を新たに策定致しました。

最後に、市民意識調査、市民会議、まちづくり提案会等にご協力下さいました

市民の皆様、構想策定にご尽力下さいました長期計画審議会委員の皆様、ご指導

くださいました市議会議員の皆様、その他多くの皆様に心から感謝申し上げます。

習志野市の新たな道しるべ

平成 26 年３月　　習志野市長



習志野市文教住宅都市憲章
（昭和45年３月30日議決）

改正　昭和60年３月28日議決
　わたくしたち習志野市民は、わたくしたちおよび次の世代をになう子どもたちのために、静かな
自然をまもり育てていかなければなりません。
　それは、教育および文化の向上をささえるまちづくりの基盤となるものであり、健康で快適な生
活を営むために欠くことのできない基本的な条件だからです。
　しかし、人間はすぐれた文明をつくりだすいつぽう、自然を破壊し、わたくしたちの生命、身体
をむしばみ、教育および文化の正常な発展を阻害していることも事実です。
　そこで、わたくしたち習志野市民は、ひとりびとりの理解と協力のもとに、創意工夫し、たゆま
ぬ努力をつづけながら、理想とするまちづくりのために次のことを宣言し、この憲章を定めます。

１�　わたくしたち習志野市民は、青い空と、つややかな緑をまもり、はつらつとした若さを失わない
まちをつくります。
１　わたくしたち習志野市民は、暖かい生活環境をととのえ、住みよいまちをつくります。
１�　わたくしたち習志野市民は、教育に力をそそぎ、すぐれた文化をはぐくむ調和のとれたまちを
つくります。

　�（憲章の目的）
第�１条　この憲章は、習志野市の現在および将来にわたるまちづくりの基本理念を定めることによ
り、習志野市の健全な発展を保障することを目的とする。
　�（市民のつとめ）
第２条　市民は、教育、文化の向上に望ましい環境を維持するようつとめなければならない。
第３条　市民は、清潔で秩序ある生活環境を保持し、快適な生活を営むようつとめなければならな
い。
第�４条　市民は、文教住宅都市を建設するために行なう市長およびその他関係機関の施策に協力す
るようつとめなければならない。
　�（市長および関係機関のつとめ）
第�５条　市長は、都市施設の整備にあたり、常に市民の生命、身体および財産の安全を第一義とし
て生活の利便に供するようつとめるとともに、かつ教育、文化の向上を根幹とするよう配慮しな
ければならない。

第�６条　市長は、文教住宅都市としての機能を保持するため必要があるときは、他の団体に協力を
求め、または適切な指導、助言を行なわなければならない。

第�７条　市長およびその他の関係機関は、理想とするまちづくりの実現のため、市民に理解を求め、
自由な意見を聞く機会を積極的に設けるようつとめなければならない。
　�（補則）
第８条　この憲章は、公布の日から起算して６ヵ月以内において市長が別に定める日から施行する。
　�（昭和45年規則第24号で昭和45年９月30日から施行）
第９条　この憲章を施行するために必要な事項は、条例および規則で定める。

核兵器廃絶平和都市宣言
昭和57年８月５日宣言

　わたくしたち習志野市民は、文教住宅都市憲章を定め、生存と安全をまちづくりの基本とした。
　わたくしたち習志野市民は、我が国が世界唯一の核被爆国として被爆の恐ろしさと、被爆者の苦
しみを全世界の人々に訴え続けるとともに、再び地球上に広島、長崎の、あの惨禍が繰り返される
ことのないよう、恒久平和を強く願うものである。
　わたくしたち習志野市民は、非核三原則の完全実施を願い、平和を愛する世界の人々と共に、恒
久平和を実現することを決意し、核兵器廃絶平和都市をここに宣言する。
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習志野市では、昭和45（1970）年に「文教住宅都市憲章」を制定しました。この憲
章は、「目標の無いまちづくりが、単に市民生活を脅かすだけにとどまらずに、つい
には住民自治を埋没させてしまう」という危惧のもと、度重なる市民との話し合いを
通じ「全市民が明るく健康で豊かな生活を営むための具体的な条件を明確にする」た
めに制定したもので、当時の地方自治法において定められた基本構想としてその役割
を担ってきました。その後、昭和60（1985）年に新たな習志野市基本構想を策定した
際、その位置付けを本市不変のまちづくりの基本理念として定め、今日に至ってい
ます。

近年においては、この基本理念のもと、平成13（2001）年に目指すべき都市の姿を
「市民一人ひとりが夢と輝きをもって自己実現できる都市（まち）習志野」とした基本
構想を定め、豊かな人間性と暖かさを育み、都市と自然が共生し、安全で安心な暮ら
しができ、活気あふれるいきいきとした「まち」を目指して、様々な市民ニーズに応
じた施策を展開してきました。

しかしながら、平成13（2001）年に基本構想を策定してから月日が経過するなかで、
社会経済情勢は大きく変化しました。特に平成23（2011）年３月11日の東日本大震災
では、本市も大きな被害を受け、復旧・復興が喫緊の課題となるなかで、将来にわた
る安全・安心なまちづくりの推進が、これまで以上に重要視されるようになりました。

Ⅰ　　　習志野市長期計画の策定
Ⅰ－１　長期計画策定の趣旨

市の木　アカシア

Ⅰ−１ 長期計画策定の趣旨

習志野市長期計画の策定Ⅰ
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また、本格的な少子超高齢社会の到来や扶助費等の社会福祉関係経費の増大等、大
きな社会変化のなかで、本市の将来像を市民とともにどのように創っていくのか、そ
してその工程をどのように示していくのかは、自立した自治体運営の上での責務であ
ります。

これまでも本市は、従前の行財政改革とともに、公共施設再生へ向けた先駆的取組
を実施しており、厳しい財政状況のなか、市民とともに課題の解決に努めてきました。

その上で更に、市政を取り巻く環境の変化と課題に適切に対応するためには、より
踏み込んだ取組が求められており、将来を見据えた新たな将来像を早急に示すことが
重要であります。

そこで、次の世代に誇りある魅力的な習志野市を築くため、社会経済情勢や新たな
市民ニーズ、地域状況を踏まえ、これまで本市が築き上げてきた「まちづくり」の成
果を生かした、市政指針となる新たな長期計画を早期策定しました。

なお、地方自治体の基本構想は、平成23（2011）年５月２日公布の「地方自治法の
一部を改正する法律」により、その策定義務が廃止されました。

しかしながら、本市の長期ビジョンを市民に示すことは市の責務であること、そし
て、まちづくりを推進する上での方向性を示し、目標となる基本構想とするためには、
市民総意で進めることが必要であることから、議会の議決をもって策定することとし
ました。

Ⅰ　　　習志野市長期計画の策定
Ⅰ－１　長期計画策定の趣旨

市の花　あじさい
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Ⅰ　　　習志野市長期計画の策定
Ⅰ－２　長期計画の３つの指針

本市は、昭和45（1970）年制定の文教住宅都市憲章を堅持し、憲章の精神に基づい
たまちづくりを継続し、憲章に基づいた様々な施策を実施します。

また、長期計画は、本市の基本目標等を明らかにするものであり、次の３つの役割
を担います。

1.		市民とともに進めるまちづくりの指針

まちづくりは、市が独自に計画し推進するものではなく、市民との対話・協調の
場を通し、市民と協働で進めることが重要となります。

そのために長期計画は、市民の意見を取り入れた、市民と市がともにまちづくり
を進めていく指針としての役割を担います。

2.		安全・安心なまちづくりの指針

東日本大震災では、東北地方を中心とした広大な範囲で被害があり、本市におい
ても、液状化現象により大きな被害がもたらされました。

そのために長期計画は、震災からの復旧・復興にとどまらず、各種の自然災害か
ら市民の生命と財産を守り、安全で安心なまちとして発展していくための指針とし
ての役割を担います。

3.		持続可能な行財政運営を行うまちづくりの指針

地方分権・地域主権改革の推進により、地方自治体には、自己決定・自己責任と
いう行政システムの構築が求められています。

そのために長期計画は、開かれた市政や一層の行財政の効率化等、地方分権に対
応し、総合的で計画的な行財政運営を行うための指針としての役割を担います。

憲章と長期計画との関係イメージ

文教住宅
都市憲章

昭和45年３月30日制定

基本構想

総称して長期計画

基本計画

実施計画

Ⅰ−2 長期計画の３つの指針
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長期計画の構成については、以下の通りとします。

1.		基	本	構	想

基本構想は、まちづくりの基本的な考え方である将来都市像や将来都
市像を実現するための目標及び重点プロジェクトを示します。
計画期間は平成26（2014）年度から37（2025）年度までの12年間とし
ます。

2.		基	本	計	画

基本計画は、基本構想で示した将来都市像を実現するための目標及び
重点プロジェクトの具体的な施策を示します。
中期的な事業や目標を施策として体系的に取りまとめるため、計画期
間は基本構想の計画期間を前期・後期に分け、それぞれ６年間とし、
後期計画については、改めて策定作業を行います。

3.		実	施	計	画

実施計画は、基本計画で示した施策を実現するための個々の事業計画
を示します。
社会の変化や住民ニーズに柔軟に適応させるため、計画期間は３年間
とし、３年毎に策定作業を行います。

Ⅰ　　　習志野市長期計画の策定
Ⅰ－３　長期計画の位置付けと期間

憲章と長期計画の実施期間
H26.4 H29.4 H32.4 H35.4 H38.3

前期第１次実施計画
（平成26～28年度）

習志野市文教住宅都市憲章（昭和45年制定）

習志野市基本構想（平成26～37年度）

前期基本計画（平成26～31年度） 後期基本計画（平成32～37年度）

前期第２次実施計画
（平成29～31年度）

後期第１次実施計画
（平成32～34年度）

後期第２次実施計画
（平成35～37年度）

Ⅰ−3 長期計画の位置付けと期間

計画内容

計画内容

計画内容

計画期間

計画期間

計画期間

1 長期計画の構成内容
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－１　都市発展と土地利用

本市は、昭和29（1954）年８月１日、津田沼町を母体に千葉県内で16番目に市制を
施行し、人口30,204人、面積17.66㎢を有する都市として誕生しました。

本市は、それまで軍郷として知られてきましたが、戦後、旧軍用地の転用が進み、
大学等の教育施設や商工業施設、住宅街が形成され、文教住宅都市への転換が図られ
ました。

その後、昭和40年代から50年代（1965年から1984年）にかけては、我が国の高度
経済成長と首都圏の人口急増等を背景に、JR総武線の複々線化、２度の公有水面埋
立による市域の拡大やそれらに伴う住宅団地開発が行われるなか、学校・幼稚園や社
会福祉施設等の公共施設整備を実施し、教育・福祉及び文化の振興や住環境の保全等
に力を注ぐとともに、昭和45（1970）年３月30日には「習志野市文教住宅都市憲章」
を制定しました。

昭和60（1985）年代以降は、JR京葉線の開業等によって、急速に市街化が進展し、
住宅都市として発展するなかで、都市計画道路や公園、下水道といった都市基盤に重
点を置いた整備を進め、更には習志野緑地の整備、谷津干潟のラムサール条約への登
録をはじめとする都市基盤の充実、環境の保全等に努めてきました。

東習志野

実籾

実籾駅

実籾本郷
屋敷

泉町

大久保大久保

本大久保本大久保

花咲

藤崎藤崎

鷺沼台

鷺沼

津田沼津田沼

谷津町

谷津
奏の杜

袖ヶ浦袖ヶ浦秋津

香澄

芝園

茜浜

新栄
京成大久保駅

新京成電鉄
総武本線

357

14

京成本線

京葉線

東関東自動車道路

京葉道路

京成津田沼駅

津田沼駅

新津田沼駅
谷津駅

新習志野駅

ハミングロード

谷津干潟

N

習志野市

Ⅱ−１ 都市発展と土地利用

1 習志野市の沿革　〜軍郷から文教住宅都市へ〜

習志野市の都市現状と将来予測Ⅱ
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本市は、市域面積20.99㎢と県内自治体で４番目に小さな面積となっています。（平
成25（2013）年４月１日現在）

昭和30（1955）年代後半より、住宅地域、農業地域、工業地域を明確に区分した良
好な居住環境を持つ都市としてまちづくりを進めてきました。

現在、本市は全域が都市計画区域に指定されており、市街化区域は18.59㎢で市域
の88.6%、市街化調整区域は2.4㎢で市域の11.4%を占めています。

（１） 都市に係る状況
本市は、東京湾に面した千葉県北西部に位置し、千葉市・船橋市・八千代市に隣接

しています。
面積20.99㎢、常住人口165,399人、人口密度7,880人/㎢であり（平成25（2013）年

４月１日現在）、千葉県内で３番目に高い人口密度となっています。
東部から中部地区にかけては、騎兵旅団司令部があった大久保地区を中心に、明治

から昭和にかけて発展し、人口が集中した地域でありました。戦後の軍解体に伴って
生まれた、広大な跡地は大学や工業系企業等の敷地として活用されています。

中部地区には、最も古くから集落がある鷺沼・鷺沼台・藤崎地区をはじめ、JR総
武線や京成線等の主要交通機関が集中する津田沼地区があり、昭和30（1955）年代ま
で海岸線があった国道14号沿いを南端に、本市の中核を担ってきた地域でもあります。

西部地区には、ラムサール条約に登録されている谷津干潟があります。また、東
京湾岸は国道14号以南の埋立地域で構成されており、なかでもJR京葉線以南である
芝園・茜浜地区は、居住エリアとの明確な分断のための土地利用がなされており、工
業・流通エリアとして、本市の産業地域となっています。

Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－１　都市発展と土地利用

津田沼の鉄道連隊

2 土地利用状況　〜小さいながら高効率で居住環境の良好なまち〜

3 地理的特性　〜交通網が発達し利便性に優れたまち〜
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－１　都市発展と土地利用

（２） 交通に係る状況
本市は、主要交通である鉄道が市内中心部を横断し、５路線７駅が設置され、市内

どの地域からも約２㎞で駅へ行くことができ、鉄道へのアクセスは大変優れています。
また、京葉道路・東関東自動車道の高速道路、国道14号・国道357号の国道等、数

多くの道路が設置され、充実した交通網が発達しています。更には、新たに谷津船橋
インターチェンジが平成25（2013）年に完成し、周辺地域の混雑緩和や利便性の向上
が期待されます。

この充実した交通網により、都心まで約30分、成田空港まで約40分と交通至便な
地域となっています。

（３） 地理に係る状況
本市の海抜平均は18mであり、台地・段丘斜面・谷戸地・海岸平野と、変化のあ

る自然地形が形成されています。北部の下総台地から、かつて旧海岸線があった国道
14号沿いには海岸段丘の名残があるものの、全体としては南部の現海岸線に向けて、
緩やかな傾斜をなしています。

谷津干潟
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（１） 総人口状況
国勢調査による本市の総人口は、平成22（2010）年に164,530人となっており、２

度の埋立による市域拡大や住宅都市化が定着するなか、一貫して増加してきました。
しかし、平成期に入ってからは、総人口の増加はあるものの少子高齢化が進んで

おり、人口構成比では、平成２（1990）年に年少人口が18.1%だったものが、平成22
（2010）年には13.8%に減少し、生産年齢人口も74.4%から67.1%へと同じく減少す
る一方で、老年人口は7.2%から19.1%へと増加しています。

平成25（2013）年４月１日の人口状況では、総人口は165,399人となっており、そ
の人口構成比は、老年人口が20.9%、生産年齢人口が65.3%、年少人口が13.8%、
性別比は男性が50.5%、女性が49.5%となっています。

Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

平成25年４月１日の本市の人口状況	（単位：人）

区　　　分 総数 男性 女性

人

　口

常住人口 165,399 83,487 81,912

老年人口
（65歳以上）

後期高齢者（75歳以上） 15,152 6,318 8,834
前期高齢者（65～74歳） 19,447 9,145 10,302
高齢者総数 34,599 15,463 19,136

生産年齢人口（15～64歳） 107,956 56,178 51,778
年少人口（0～14歳） 22,844 11,846 10,998

資料：習志野市「習志野市人口推計調査　報告書」（平成25年５月改訂）

総人口と人口状況の推移	（単位：人）

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

32,198 42,167 64,897 99,951 117,852 125,155 136,365 151,471 152,887 154,036 158,785 164,530合計

S30

10,529 11,789 15,456 26,396 32,651 32,603 31,286 27,485 23,173 21,497 22,240 22,675

110,339

31,488

111,583

24,921

113,810

18,651

115,763

13,950

112,694

10,947

96,520

8,463

86,040

6,512

80,362

4,839

69,936

3,619

47,081

2,360

28,764

1,614

20,374

1,295

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

老年人口

生産年齢人口

年少人口

資料：習志野市「国勢調査」（各年10月１日現在）　※不詳者が含まれるため、文・表中の合計が一致しない場合があります。

Ⅱ−２ 人口概況と将来推計

1 人口概況　〜埋立とともに急増　定着し緩やかに伸びる人口〜
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

（１） 総人口推計状況
平成25（2013）年度に実施した将来推計において、本市の総人口は、しばらく増加

傾向が続きますが、平成32（2020）年より減少傾向に転じる見込みとなっています。
人口構成比では、年少人口が平成26（2014）年の13.6%から、本基本構想期間最終

年の平成37（2025）年には1.6ポイント減の12.0%となり、生産年齢人口は64.8%か
ら、実数は増加するものの0.2ポイント減の64.6%となります。

一方で、老年人口は21.6%から、1.8ポイント増の23.4%となっており、少子高齢
化が進んでいく見込みです。

本基本構想期間最終年の平成37（2025）年の人口推計状況では、総人口は172,217
人、その人口構成比は、老年人口が23.4%、生産年齢人口が64.6%、年少人口が
12.0%で、性別比は男性が50.1%、女性が49.9%となっています。

総人口と人口状況の予測推移	（単位：人）

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

166,797 169,781 171,996 173,031 173,517 173,628

総人口ピーク

173,621 173,479 173,295 172,987 172,636 172,217合計

H26

22,726 22,884 23,058 22,992 22,835 22,584 22,385 22,126 21,846 21,443 21,071 20,637

111,317

40,263

111,336

40,229

111,448

40,096

111,336

40,113

111,287

40,066

111,339

39,897

111,244

39,800

111,110

39,572

110,932

39,107

110,575

38,363

109,536

37,361

108,108

35,963

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

老年人口 生産年齢人口 年少人口

資料：習志野市「習志野市人口推計調査　報告書」（平成25年５月改訂）
※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。※基準日は各年４月１日。

本基本構想最終年（平成37年4月1日）の本市の人口推計状況	（単位：人）

区　　　分 総数 男性 女性

人

　口

常住人口 172,217 86,315 85,902

老年人口
（65歳以上）

後期高齢者（75歳以上） 23,411 9,210 14,201
前期高齢者（65～74歳） 16,852 8,030 8,822
高齢者総数 40,263 17,240 23,023

生産年齢人口（15～64歳） 111,317 58,054 53,263
年少人口（0～14歳） 20,637 11,021 9,616

資料：習志野市「習志野市人口推計調査　報告書」（平成25年５月改訂）

2 将来推計　〜ゆるやかに進む少子高齢化〜
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

（２） 高齢者の推計状況
総人口に係る将来推計のうち、高齢者（老年人口）の推計では、平成26（2014）年に

高齢化率が21.6%となり、平成37（2025）年には「団塊の世代」が後期高齢者となる
ことから、全体的に高齢者構成比が前期高齢者から後期高齢者に徐々に移行し、加え
て、高齢者総数も更に増加する見込みです。

したがって、人口構成比も変化し、老年人口は21.6%から平成37（2025）年には
23.4%となり、そのうち前期高齢者は12.1%から9.8%と減少しますが、医療・介護
のニーズが高まると予測される後期高齢者は9.4%から13.6%へと増加する見込み
です。

平成37年までの高齢者人口動向	（単位：人）

資料：習志野市「習志野市人口推計調査　報告書」（平成25年５月改訂）
※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。※基準日は各年４月１日。

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

35,963 37,361 38,363 39,107 39,572 39,800 39,897 40,066 40,113 40,096 40,229 40,263合計

H26

20,233 20,910 21,145 21,020 20,698 20,086 19,714 19,741 19,283 18,275 17,536 16,852

23,41122,69321,82120,83020,32520,18319,71418,87418,08717,218

23.4%23.3%23.2%23.1%23.1%23.0%22.9%22.8%22.6%22.3%

16,451

22.0%

15,730

21.6%

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

後期高齢者 前期高齢者 高齢化率

寿学級の小物づくり 杉の子こども園
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

（３） 年少者の推計状況
総人口に係る将来推計のうち、年少人口（14歳以下）は平成26（2014）年の13.6%か

ら平成37（2025）年には12.0%となります。人口構成比としては、０～５歳が5.3%
から4.1%、6～11歳が5.4%から5.1%、12～14歳が2.9%から2.8%へとそれぞれ減
少し、年少者の推計人口は平成26（2014）年から一貫して減少する見込みです。

（４） 将来推計の総論
本基本構想期間（平成26～37（2014～2025）年）においては、当初は人口増加傾向

にありますが、平成32（2020）年以降は市制施行以来、初めての人口減少期に入り、
少子超高齢社会に適応する関連施策等の展開が求められるとともに、人口減少から予
想される市政運営の課題等を早期に抽出し、想定される諸問題への対応が求められる
期間となります。

具体的には、少子高齢化が労働力不足、都市機能・地域コミュニティの弱体化を招
くことのないよう、子どもを産み育てやすい環境の整備、住みたいと思える住環境の
整備、また、持続可能な行財政運営の観点をもって、まちづくりに取り組んでいく必
要があります。

今後は、高齢社会対策の推進にあたっての基本姿勢を明確にするとともに、対策の
一層の推進を図るため、平成24（2012）年度に国が制定した高齢社会対策大綱に則っ
た、新しい体制での高齢社会を迎えることが重要となります。

また、本格的な人口減少社会が到来することを踏まえて、国・都道府県等が制度の
実施を重層的に支える一元的な制度として整備された子ども・子育て支援新制度のも
と、本市も制度の実施主体として、地域を挙げて、子ども・子育てへの支援を強化し
ていくことが重要となります。

平成37年までの年少者人口動向	（単位：人）

資料：習志野市「習志野市人口推計調査　報告書」（平成25年５月改訂）
※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。※基準日は各年４月１日。

40,000

30,000

20,000

10,000

0

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

22,726 22,884 23,058 22,992 22,835 22,584 22,385 22,126 21,846 21,443 21,071 20,637合計

H26

9,083 9,080 9,133 9,174 9,331 9,427 9,420 9,480 9,394 9,338 9,090 8,830

8,867 9,077 9,171 9,173 8,946 8,696 8,405 8,032 7,744 7,459 7,240 7,070

4,7374,7414,6464,7084,6144,5604,4614,5584,6454,754

12.0%12.2%12.4%12.6%12.8%12.9%13.0%13.2%13.3%13.4%

4,727

13.5%

4,776

13.6%

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

年少人口割合12～14歳 6～11歳 0～5歳
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－３　財政概況

（１） 歳入状況の推移
地方分権を目指し、国において地域主権改革が進められているなかで、国と地方の

役割分担に応じた税源配分や地方交付税制度の見直し等、地方財政は大きな転換期を
迎えています。

平成17（2005）年度までは、市税収入は減少傾向にありましたが、その後、景気の
回復や税制改正等の影響によって増加傾向に転じました。特に平成19・20（2007・
2008）年度の増加は、国税である所得税から個人市民税への税源移譲や定率減税の廃
止といった大きな税制改正が影響したことによるものです。

平成21（2009）年度からは、長引く景気の低迷等により市税は減少しており、
平成23（2011）年度は、東日本大震災に伴う減免等も、市税減少の要因となっています。

また、国県支出金や地方交付税が増加傾向となっていますが、国による経済対策の
取組や、児童手当、生活保護をはじめとする扶助費の増加に伴うもので、震災の復
旧・復興に対する財源も増加要因となっています。

（２） 歳出状況の推移
本市の歳出のうち、「人件費（職員給与等）」については、集中改革プランに基づく

職員数の削減や人事院勧告による給与改定等により、減少傾向となっています。
また、近年扶助費の増加が著しく、特に生活保護費や、児童手当等の児童福祉費が

増加となっています。
なお、「普通建設事業費」は、その年度に行う工事によって大きな増減幅がありま

すが、近年は公共施設の耐震化や建替え、震災対応に伴う道路改修費等も増加となっ
ています。

前基本構想期間の決算歳入推移	（単位：百万円）

55,000

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

47,722合計

H13

24,195

3,701

2,554

4,148

4,288

3,682

5,154

45,988

23,509

3,598

1,740

5,295

5,186

2,967

3,693

42,851

22,607

2,959
1,446

4,158

4,708

3,036

3,938

43,172

22,353

2,744
1,400

5,219

3,989

3,474

3,991

55,019 51,227

25,227

5,537

1,349

5,814

5,594

2,233

9,265

25,110

3,567
1,054

6,351

4,625

2,031

8,490

49,704

25,287

2,645
849

5,320

5,088

2,204

8,310

47,760

25,746

1,048
1,906

5,357

3,299

2,253

8,151

44,555

26,485

1,413
1,556

5,267

2,575
2,302

4,957

44,729

25,786

1,618
2,566

5,462

2,481
2,452

4,365

42,592

23,862

1,921
1,428

5,293

2,339

4,058

3,691

43,265

23,162

2,793
1,336

5,007

3,211

3,695

4,060

市債 地方消費税等 国県支出金 地方交付税 繰入金 使用料・財産収入等 市税

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

資料：習志野市「普通会計決算状況」（各年度末現在）
※百万円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

Ⅱ−３ 財政概況

1 主要財政状況　〜増大一途の歳出と困難な財源確保〜
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Ⅱ　　　習志野市の都市現状と将来予測
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

先行き不透明な景況感が漂うなかで本市の財政状況は、歳入の根幹である市税収入
の継続的な増加が見込めず、歳出においては扶助費等の社会福祉関係経費が増加する
等、依然として厳しい財政運営が続いています。

こうした厳しい状況下にあっても、平成23（2011）年度は、国による財源対策の活
用を図りながら、東日本大震災からの復旧・復興等、緊急性・必要性のある事業につ
いてその対応に取り組んできました。

平成23（2011）年３月11日の東日本大震災では、本市
も国道14号以南の地域を中心に大きな被害がありました。
これまで、市民生活の安全・安心を取り戻すため、道路
や下水道等の各種公共施設の災害復旧を最優先に取り組
み、その結果、一部未完の状態ではありますが、市民生
活を立て直すまでに復旧することができました。今後も、
震災からの復興に向けては、下水道の整備がおおむね完
了したなかで、道路整備を推進しなければなりません。

東日本大震災は、市の財政状況に大きな影響を与え、
よりいっそう厳しさが増すものと想定されますが、事業
執行にあたっては、更なる復興財源の確保に努めるとと
もに、地方債の発行に伴う将来債務残高及び財政負担に
注視し、持続可能な財政運営を図って行く必要があります。

前基本構想期間の決算歳出推移	（単位：百万円）

55,000

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

45,535合計

H13

13,688

4,357
2,450
1,300

8,805

5,195

7,692

44,177

13,197

4,177
2,766
1,347

7,509

5,367

7,477

41,213

12,903

3,858
3,459
1,549

4,959

5,045

7,718

41,461

12,788

4,020
3,724
1,233

5,088

5,172

7,489

51,017

10,037

4,879

8,592

1,262

6,934

5,927

9,496

47,285

10,015

4,763

7,824

1,430

6,113

5,102

9,231

46,043

10,193

4,610

5,349
1,568

5,348

5,095

8,931

43,125

10,534

4,699

4,918
1,381

5,127

5,042

8,951

43,138

10,818

4,558

4,616
1,604

4,501

5,185

8,705

40,638

10,973

4,475

4,084
1,391

4,049

5,164

8,487

40,676

12,545

4,255
3,796
1,628

4,046

2,047 2,337
1,721 1,948

3,890

48,339

10,092

4,535

8,512

930

5,623

5,367

9,886

3,3952,807
4,9482,4753,1512,016

2,017

4,902

7,487

その他の支出 普通建設事業費 繰出金 物件費 公債費 扶助費

人件費（退職手当） 人件費（職員給与等）

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

資料：習志野市「普通会計決算状況」（各年度末現在）
※百万円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

下水道復旧前

下水道復旧後

2 東日本大震災に係る市財政への影響　〜復興へ一定の目途〜
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Ⅲ　　　市民意識と市民提案
Ⅲ－１　市民意識調査結果概要

本調査は、市民生活の現状、市民の市に対する要望及び市政に対する評価の実態、
市民のまちづくりに対する意識等を的確に把握し、今後の行政運営等に反映させるた
めの基礎資料とすることを目的として実施しました。

（１） 住民基本台帳における人口年齢構成と調査票配布先
①	住民基本台帳20歳以上の年齢構成	 ②	調査票配布先の年齢構成

（２） 住民基本台帳における人口性別構成と調査票配付先
①	住民基本台帳20歳以上の性別構成	 ②	調査票配布先の性別構成

（３） 回答者の基本属性分布
①	回答者の年齢構成	 ②	回答者の性別構成

【20～29歳】
14.2％
18,600人

【30～39歳】
19.2％
25,122人

【40～49歳】
19.1％
25,043人

N＝130,966人

【50～59歳】
13.6％
17,831人

【60～69歳】
16.5％
21,536人

【70歳以上】
17.4％
22,834人

【男】
49.7％
65,120人

【女】
50.3％
65,846人

N＝130,966人

【20～29歳】
14.2％
1,419人

【30～39歳】
20.0％
2,001人

【40～49歳】
18.6％
1,861人

N＝10,000人

【50～59歳】
13.2％
1,315人

【60～69歳】
16.6％
1,661人

【70歳以上】
17.4％
1,743人

【男】
50.1％
5,006人

【女】
49.9％
4,994人

N＝10,000人

N=4,113人

【20～29歳】
8.5％
348人

【無回答】
0.5％
22人

【30～39歳】
16.7％
685人

【40～49歳】
16.8％
693人

【50～59歳】
13.9％
572人

【60～69歳】
21.3％
875人

【70歳以上】
22.3％
918人

N=4,113人

【無回答】
1.5％
60人

【男】
43.4％
1,784人【女】

55.1％
2,269人

Ⅲ−１ 市民意識調査結果概要

1 調査の目的

市民意識と市民提案Ⅲ
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（１） 住みよさと定住意向について

あなたが現在お住まいの場所は、住みやすいと感じますか。（１つだけに○）

現在の居住地の住みやすさについては「まあ住みやすい」が43.8%で最も多く、「住
みやすい」の38.7%と合わせた『住みよい』が82.5%となっています。

（２） 市政全般について

次の施策の中で特に重要だと思うものは何ですか。（○は５つまで）

特に重要と思う施策は「高齢者施策」が66.2%で最も多く、次いで「安全・安心で
平和なまちづくりの施策」が59.6%、「都市整備の施策（交通関係の施策を含む）」が
45.0%となっています。

平成24年度 （4,113） 38.7 43.8
5.7

2.8

4.2
4.8

平成22年度

『住みよい（計）』 『住みにくい（計）』

（2,034） 37.8 41.4 7.0
2.4
7.7 3.7

0%n 20% 40% 60% 80% 100%

住みやすい まあ住みやすい やや住みにくい 住みにくい どちらともいえない 無回答

Ⅲ　　　市民意識と市民提案
Ⅲ－１　市民意識調査結果概要

高齢者施策 66.2
66.9

59.6
58.5

45.0
35.1

43.9
41.2
39.4

35.0
28.3
26.6
24.1
23.6

18.0
17.1
17.4
20.0

15.5
19.5

14.6
18.7

3.5
※
2.7
3.2
1.6
1.1

安全・安心で平和なまちづくりの施策

都市整備の施策
（交通関係の施策を含む）

子育て支援施策

環境の施策

学校教育の施策

健康づくりの施策

障がい者（児）施策

産業振興の施策

生涯学習・生涯スポーツの施策

市民協働の施策

観光振興の施策

その他

無回答

0% 20% 40% 60% 80%

平成24年（n＝4,113）

平成22年（n＝2,034）

※「観光復興の施策」は平成24年度より追加

2 結果の概要
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Ⅲ　　　市民意識と市民提案
Ⅲ－１　市民意識調査結果概要

（３） 情報の入手方法

あなたは、市からの情報を得る手段として、どのような方法を利用していますか。
（○は２つまで）

情報の入手方法は「広報紙」が群を抜いて最も多く77.6％となっています。次いで、
「地域の回覧板」が28.9％、「習志野市ホームページ」が27.8％、「新聞（タウン誌など
を含む）」が11.2％となっています。

（４） 10年後の習志野市のイメージにふさわしい言葉

「10年後」の習志野市のイメージとして次のどの言葉がふさわしいと思いますか。
（○は３つまで）

10年後の市のイメージにふさわしい言葉については「安全な」が35.9％で最も多く、
次いで「豊かな」が21.1％、「いきいきした」が19.3％となっています。

40%

35%

30%

25%

20%

15%

10%

5%

0%
安
全
な

35.635.9

豊
か
な

19.4
21.1

い
き
い
き
し
た

22.0
19.3

充
実
し
た

15.6
17.9

親
し
み
の
あ
る

15.817.1

落
ち
着
い
た

13.513.8

明
る
い

11.913.5

人
情
味
の
あ
る

16.2

11.3

あ
た
た
か
い

14.0
11.0

や
さ
し
い

6.1
8.3

平成24年（n＝4,113） 平成22年（n＝2,034）

広報紙

地域の回覧板

習志野市ホームページ

77.6
78.3

28.9
27.8

27.8
25.8

11.2
15.4

4.4
7.5

4.3
4.8

3.8
5.1

2.2
1.7

1.9

1.5
1.6

3.9
1.9

新聞（タウン誌などを含む）

公共施設でのお知らせ

地域の掲示板

テレビ広報

携帯電話

その他インターネット

その他

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年（n＝4,113）

平成22年（n＝2,034）

※

※「習志野市ホームページ」と「その他インターネット」
は平成22年度は１つの選択肢だったが、24年度より
２つの選択肢に分割
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分　野 主な提案

保健・医療・福祉

・ 健康づくりの取組の周知強化
・ 自主的に気軽に運動できる場の整備
・ ひとり暮らし高齢者の孤立解消
・ 買い物弱者への支援
・ 障がいを持った方と交流を深める機会の設定
・ 歩道等のバリアフリー化
・ 交通空白地域の利便性の向上

地域経済・産業振興

・ 商店街、大学周辺の賑わい創出
・ 地域コミュニティの再生
・ 新たな企業誘致
・ 企業と協働したまちづくりの企画
・ 市民農園・観光農園の開設
・ ほかの産業やイベントとの連携

危機管理・安全対策

・ 情報伝達手段の確保
・ ライフラインの維持・確保
・ 地域との連携
・ 災害時要援護者への対応

都市基盤整備

・ 渋滞、踏切等の道路事情の改善
・ 道路計画の話し合いへの市民参加
・ 景観の維持
・ 水道、ガスの安定供給
・ 住宅施策の充実

環境政策

・ 谷津干潟の保全
・ 二酸化炭素排出量削減
・ 自然環境の保全
・ ごみの減量化
・ ごみ焼却施設の保全、長寿命化
・ 放射線量の周知

Ⅲ　　　市民意識と市民提案
Ⅲ－２　市民意見の提案概要

本計画の策定にあたっては、市民協働を理念に、「習志野市次期基本構想・基本計
画策定市民会議」や「まちづくり提案会」を開催し、策定の各工程で多くの市民意見
を取り込むことに努めました。

頂いた提案内容は、実現できるもの、今すぐには実現できないが将来可能性がある
もの、市のみでは対応が困難なもの等、多岐にわたっています。

以下は、主な意見を分野毎にまとめた提案概要です。

Ⅲ−２ 市民意見の提案概要
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Ⅲ　　　市民意識と市民提案
Ⅲ－２　市民意見の提案概要

分　野 主な提案

子育て・教育・学習

・ 子育てと仕事の両立支援
・ 高齢者のパワーの活用
・ 親同士の交流機会の拡大
・ 子どもが自由に遊べる場の確保
・ 安心して通学できるための防犯
・ 対外行事、自然体験活動の充実
・ 中核図書館の設置
・ 図書館の利便性の向上
・ 学習拠点として大学との連携
・ 気軽に利用できるスポーツ施設の整備

男女共同参画・
交流・平和啓発

・ ワークライフバランスの推進
・ 多文化共生社会に向けた交流行事の開催
・ 遠隔地自治体との災害時協力
・ 他自治体と連携したまちおこし
・ 定年退職者の地域運営への参画
・ 地域交流の活性化
・ 平和意識の啓発
・ 次世代への平和継承

財政・公共施設

・ 公共施設の更新、再生
・ 新時代のシンボルとなる堅実で親しみやすい新庁舎
・ 学校の耐震化
・ 施設のバリアフリー化

市民協働
・ 住民参加型のまちづくり
・ お互いに助け合える優しいまちづくり
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Ⅳ　　　まちづくりの課題
Ⅳ－１　市政を取り巻く時代の流れ

本市では平成25（2013）年に高齢化率
が21%を超え、「超高齢社会」に突入し
ました。

国全体の傾向と比較すると、高齢化の
進展は緩やかではありますが、人口推計
で示した通り、今後も高齢者数の増加は
続くと予想しています。

加えて年少人口の減少が続いているた
め、今後の人口構成は、更に少子高齢化
が進むと予想されます。このことにより、
今後社会保障関係費が増大するなかでも、
生産年齢人口の減少による税収減が見込
まれます。

しかしながら、本市ではこれまで計画
的な都市基盤整備を行い、良質な生活環
境を築いてきました。このことにより、
国の高齢社会対策の基本理念である、

「国民が生涯にわたって健やかで充実し
た生活を営むことができる豊かな社会」

を実現できる潜在的な能力を有している
と言えます。

一方では、少子高齢化が進むことによ
る人口構成の変化により、その時々にお
いて市民が必要とする施設のニーズは変
わっていきます。機能の転換や有効活用
により、時代に合った適切な施設の配置
を考えていく必要があります。

また、本市がこれまで柔軟に対応して
きた、時代に合ったまちづくりを継続す
るとともに、豊富な社会経験を持つ高齢
者にまちづくりの人材として活躍してい
ただくことが重要となっています。

更に、市のみで地域の公共サービスを
支えることは困難になっており、個々の
地域課題の解決に向けて、新しい形の公
共サービスのあり方を構築することが課
題となります。

部活動に励む子ども達

グラウンドゴルフを楽しむ高齢者

Ⅳ−１ 市政を取り巻く時代の流れ

まちづくりの課題Ⅳ

1   本格的な少子高齢化時代
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頼感を向上させ、災害時の課題を乗り越
えるための「自助」「共助」を可能とする
復元力の高い地域づくりに努める必要が
あります。

また、本市ではこれまで公共施設に太
陽光発電システムを設置したり、各家庭
での設置費用の一部を補助したりする等、
自然エネルギーを利用したエネルギー施
策に取り組んできました。

震災の経験を踏まえた新たなエネルギ
ー議論では、より効率的で効果的な省エ
ネルギー対策が求められており、本市で
も公共施設の再生をはじめとするまちづ
くりのなかで、どのように取組を進めて
いくかが重要な課題となります。

Ⅳ　　　まちづくりの課題
Ⅳ－１　市政を取り巻く時代の流れ

本 市 で は、 昭 和40年 代 か ら50年 代
（1965年から1984年）に２度にわたる公
有水面埋立を行い、市域が拡大するとと
もに人口が急増し、市街化が急速に発展
しました。

この市街化の発展に合わせ、住宅団地
開発や学校・幼稚園等の公共施設の整備
を行ってきましたが、それらがいずれも
建築後30年以上経過し、次第に公共施
設の老朽化が目立ってくるようになりま
した。

公共施設の老朽化対策は、厳しい財政

東日本大震災では、本市においても秋
津・香澄・袖ケ浦・谷津の市域南部の埋
立地区で大きな被害を受けました。

液状化による家屋被害や上下水道の破
損等、日常生活が困難な状況となったほ
か、市庁舎をはじめとする老朽化が指摘
されていた公共施設に被害が及びました。
平成24（2012）年10月には耐震性不足が
判明していた市庁舎から、一時措置として
仮庁舎へ行政機能の一部を移しています。

本市の都市計画のなかでも、震災から
の復興と公共施設の再生は、それぞれ必要
性と緊急性において更に高くなっています。

な お、 震 災 の 影 響 に よ り、 平 成24
（2012）年には国勢調査が始まって以来、
初めて千葉県の人口が前年を下回り、特
に震災で災害救助法の適用を受けた県内
８市区町では、本市を除き、いずれも市
区町外への転出が転入を上回りました。

今後も震災からの復興に注力し、住み
よく安全に暮らせる市民生活を維持する
ため、市独自の取り組みだけではなく、
地域における人と人のつながりによる信

事情のなかで大変大きな負担となるもの
ですが、先送りすればするほど対応が困
難になります。

そこで、平成21（2009）年３月には、
行財政改革の一環として「公共施設マネ
ジメント白書」を取りまとめ、施設の現
状と運営状況の分析を行いました。

その後、公共施設再生計画の策定を見
据え、有識者による専門協議会を設置し、
より具体的な対策に言及した提言書をま
とめました。

また、提言書を取りまとめていた平成

被災した本庁舎
太陽光発電3   公共施設の再生

2   安全・安心なまちづくり
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今、地方自治体は自らの責任と判断に
より、財源を確保しながら、住民の生活
を守り充実させていかなくてはならない
時代にあります。

本市では、平成８（1996）年度に行政
改革本部を設置して以来、社会経済情勢
の変化に対応し、持続可能な行財政運営
のもとで市民サービスを維持・充実させ
ていくために、行政運営の効率化や財政
状況の健全化等に重点を置き、多くの改
革・見直しに取り組んできました。

平成22（2010）年度からは、これまで
の行財政改革を継続しつつ新たに「自治
体経営」という視点を取り入れた「経営
改革プラン」を策定し、財源確保策等を
計画的に位置付けました。

このプランに基づき、人件費の削減や
事務事業・補助金・受益者負担等の見直
し、更には指定管理者制度等の民間活力
の導入を図り、これらの取り組みを着実
に実行することで、近年の急激な地方財
政の悪化を乗り越えてきました。

本市では、今後の厳しい財政状況を見
据えながらも、持続可能な行財政運営に
より、自立的な都市経営を推進すること
を目標に、本計画に対応した新たな経営
改革大綱に基づき、着実な行財政改革に
取り組んで行くことが必要不可欠です。

加えて、住みよい地域をつくっていく
には、子どもたちの見守り、災害に対す
る備え、まちの環境美化等、それぞれの
地域において市民一人ひとりが主体的に
行動することも大変重要です。

そのためには、近隣住民との交流、地
域のイベントへの積極的な参加を通し、
市や地域に対する愛着を持って地域の課
題を解決していく力を育んでいく、市民
としての責務も重要となってきます。

今後は、複雑化・多様化する市民ニー
ズを的確に捉え、効率的・効果的な公共
サービスを実現するため、市とともに
NPO・ボランティア活動団体・企業・
学校・町会・自治会等、多様な主体が連
携・協力することが必要です。

Ⅳ　　　まちづくりの課題
Ⅳ－１　市政を取り巻く時代の流れ

23（2011）年３月11日の東日本大震災で
は、液状化による上下水道の不通や道路
の隆起・陥没が発生し、市庁舎・学校・
生涯学習施設等の公共施設に大きな被害
が発生しました。

まさに、公共施設の耐震化、老朽化へ
の対応の必要性と緊急性が明らかになっ
たところです。

災害発生時における公共施設の重要性
が再確認されるなか、平成24（2012）年
５月には、公共施設再生計画策定のため
の基本方針を取りまとめました。

この基本方針では、財源確保から環
境負荷といった想定される様々な課題
への具体的な実施方針を示し、平成25

（2013）年３月には新たな「公共施設再
生計画データ編」を策定し、その後「公
共施設再生計画」を策定することとして
います。

これら全国から注目される先駆的な取
組を進めていく上では、堅実な進捗管理
をするとともに、計画的で円滑な事業の
実施のために、施設利用者である市民の
理解と協力が重要となります。

耐震化工事を
した学校

4   求められる地方自治体の自立と協働の推進
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習志野市は、市制施行以来一貫して住民福祉の向上を目指してきました。
昭和45（1970）年には、次代を担う子どもたちのために、静かな自然を守り育てる

ことが教育及び文化の向上を支えるまちづくりの基盤であり、健康で快適な生活を営
むために欠くことのできない基本的な条件であるとする「文教住宅都市憲章」を制定
しました。

そして将来にわたるまちづくりは、住民自治・市民協働により進めるとし、その理
念は市政の根幹として、今日まで受け継がれています。

しかしその一方では、グローバル化や高度情報化社会の進展、地球環境問題の深刻
化、少子高齢化等、本市をとりまく社会経済情勢は大きな変化の局面を迎えています。
今日においては、安定・成長の時代は過去のものとなりつつあり、あらゆる分野にお
いて、多種多様な課題が顕在化してきました。

このような状況下では、変革という時代の波をしっかりと受け止め、重点的に取り
組むべき課題を適切に掲げることが必要です。そして、魅力的かつ最適な行政サービ
スを持続的・安定的に提供していかなければなりません。

また、市民・市民活動団体・企業・学校等と市が更にその絆を深め、相互理解の上
で責任を担い連携し合う、協働による自主自立のまちづくりを一層推進していくこと
が大切です。

そのためには、周囲への関心が希薄になり、社会性の喪失が懸念される今、市民一
人ひとりが人を思いやる心、社会を思いやる心を持ち、個人の満足感や充足感を求め
るだけにとどまらず、人に対するやさしさ、物に対するやさしさ、生活環境に対する
やさしさ等、個人の持っているやさしさを広げ、そしてそのやさしさでつながること
を基本とするまちづくりを進めていかなければなりません。

そこで、本市が今日まで築き上げてきた、豊かで安全・安心な生活環境を継承し、
新たに住んでみたいまち、将来にわたり住み続けたいまちにするために、

今、習志野市が目指すべき姿を、

と定めました。

Ⅰ　　　将来都市像

未来のために
～みんながやさしさでつながるまち～

習志野

将来都市像Ⅰ
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未 来 の た め に
現在の本市の生活環境は、過去から先人の知恵と努力により築かれたもので、将来

にわたって市民が豊かな生活をしていくための基盤として、大切に守り育て、継承し
ていかなければなりません。

しかし、生活環境を守り、向上させることは多くの財源や人材等を必要とします。
現在、本市は多様な行政上の課題に取り組むため、適切な財源を選択し、その確保を
図りつつ様々な施策を展開していますが、それらは、将来の市民にとって過度な負担
となりかねません。

現在の生活を豊かなものにし、更に未来の生活を充実させる上で必要なことは、持
続可能な行財政運営をすること、世代間で分かち合いながら生活環境を整備すること、
そして将来にわたり必要な行政サービスを提供する仕組みを構築することです。

そこで、現在の生活をより充実させつつ、責任をもって未来へ豊かさを引き継ぎ、
発展させる施策を展開していきます。

み ん な が や さ し さ で つ な が る
現代においては、生活基盤の整備が進み生活が便利になる一方、人の価値観や家

族・地域・社会が互いに求める役割等も多様化し、個人・家庭等が様々な考えを持ち
社会を形成しています。

多様な主体で形成された社会のなかで、豊かな生活を送るために必要なことは、市
民一人ひとりが各々の考え方を尊重しつつ、共通の理解と共通の認識のもと、以前に
も増して人と人あるいは地域等、他者に対するやさしさと思いやりの心で社会との調
和と平和への願いを育んでいくことです。

また、あらゆる人・世代・団体がつながった信頼の輪を、私たちが紡ぎだした真の
豊かさとして、将来世代に引き継いでいく必要があります。

そこで、一人ひとりの市民、地域や市が、互いの信頼関係に基づいて連携・協働し、
未来の習志野市がやさしさと思いやりの心でつながるまちになることを目指します。

Ⅰ　　　将来都市像

この将来都市像を実現するための本基本構想の計画期間は、

平成26（2014）年度から平成37（2025）年度までとします。

基本構想の計画期間



26

Ⅱ　　　人口指標と都市空間づくりの考え方
Ⅱ－１　人口指標に対する考え方

本基本構想最終年（平成37（2025）年）の推計人口は172,217人であり、平成25
（2013）年の人口より6,818人の増加となります。このなかでは、老年人口、特に75
歳以上である後期高齢者が8,259人の増加となる一方、年少人口は2,207人の減少と
なります。

今後、高齢者が増えていくなかでは、健康の維持と介護予防に努めることにより社
会福祉関係経費の増加を抑制する必要があります。また、人口構成比による生産年齢
人口や年少人口割合の減少は、労働力不足やまちの活気の低下を招く恐れがあること
から、まちの魅力を向上させ、人を呼び込み、住み続けたいまちとする必要があり
ます。

そのため、この基本構想の期間中、後期高齢者の激増をはじめとする人口構成の変
化に対応するための施策を展開します。

平成25年と基本構想最終年（平成37年）の比較	（単位：人）

区　　　分 平成25年
４月１日

平成37年
４月１日 増減

人

　口

実数と推計常住人口 165,399人 172,217人 +6,818人

老年人口
（65歳以上）

後期高齢者（75歳以上） 15,152人 23,411人 +8,259人

（全体に占める割合） 9.2％ 13.6％ +4.4％

前期高齢者（65～74歳） 19,447人 16,852人 −2,595人

（全体に占める割合） 11.7％ 9.8％ −1.9％

高齢者総数 34,599人 40,263人 +5,664人

（全体に占める割合） 20.9％ 23.4％ +2.5％

生産年齢人口（15～64歳） 107,956人 111,317人 +3,361人

（全体に占める割合） 65.3％ 64.6％ −0.7％

年少人口（0～14歳） 22,844人 20,637人 −2,207人

（全体に占める割合） 13.8％ 12.0％ −1.8％

Ⅱ−１ 人口指標に対する考え方

人口指標と都市空間づくりの考え方Ⅱ
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Ⅱ　　　人口指標と都市空間づくりの考え方
Ⅱ－２　都市空間づくりの考え方

1.		土地利用と地域的特性

本市は、明治期から昭和期にかけての様々な市街地形成の経緯や、海岸や干潟、台
地等の地形的特性を持ち、その大部分が住宅地で占められているものの、自然環境を
残した豊かな都市空間を形成し、良質な居住環境を提供しています。

また、市内各所には駅周辺や市街地から一定の距離を保ち存在する市街化調整区域
がありますが、既に宅地化が進みつつある区域と農地とが混在しています。

この市街化調整区域については、周辺環境等地域の特性を踏まえつつ、地権者の意
向を尊重しながらも、時代の変化に柔軟に対応する必要があります。

規制の緩和により市街化に適する区域については良好な市街地形成を推進し、保全
すべき農地については、都市型農業の推進と機能の確保を図ります。

このように、各地域が持つ地理的・地形的特性を活かしつつ、居住環境を支える良
好な市街地を形成するなかで、市民の様々なニーズに対応できる、魅力のあるバラン
スのとれた都市空間の形成を目指します。

2.		特徴ある拠点の充実

本市には、主要交通、商業施設が集中する津田沼地区や大学等学術機関のある大久
保地区のほか、工業・流通施設が集積する茜浜・芝園地区、ラムサール条約登録湿地
である谷津干潟を有する谷津地区等、個性豊かな地域が存在しています。

これらの特性を持つ地域を拠点地域として位置付けることで、魅力とにぎわいのあ
る都市空間の形成を目指します。

特に、JR津田沼駅周辺地区は利便性の高い交通拠点であり、市内外からたくさん
の人が訪れますが、現在の姿となって30数年が経過するなかで、時代に即した発展
が求められています。

市内に点在する農地

Ⅱ−２ 都市空間づくりの考え方
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本市の表玄関として、ふさわしい駅前空間の機能を更に充実させるとともに、高度
な土地利用を図り、文化的で活気あふれる都市空間づくりに努めます。

3.		自然との共生空間

本市には、昔からの自然とともに都市公園が各所に整備されて、市民の憩いの場と
なっており、人と自然の共生空間としてその保全が重要な意味を持っています。

谷津地区には、ラムサール条約登録湿地である谷津干潟、習志野の原風景である里
山の残る実籾地区には、良好な自然環境を維持するために指定された自然保護地区が
あり、国道14号以南においては香澄公園や秋津公園等の大規模な公園を計画的に整
備しています。

また、本市の北東部から中央部を縦貫し、海浜部まで続く幹線緑道であるハミング
ロードは、緑と水の南北軸と位置付け、市民交流の場としても貴重な財産となってい
ます。

これら緑の拠点を、都市空間を構成する上での重要な自然環境として位置付け、災
害時における防災上の役割にも配慮しながらその規模と連続性を確保し、緑のネット
ワークの形成を図ります。

このように、市内各所の自然を整
備・保全し、まちの快適性やうるお
いのある景観に寄与する、人と自然
の共生空間の形成を目指します。

Ⅱ　　　人口指標と都市空間づくりの考え方
Ⅱ－２　都市空間づくりの考え方

ほたる野

まちびらきをした奏の杜
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Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進

将来都市像に基づいたまちづくりを実施するためには、目標を掲げ各種事業を効率
的かつ効果的に推進する必要があります。

そこで、将来都市像を実現するための３つの目標を「健康なまち」「快適なまち」
「心豊かなまち」とし、目標を支える自立的な都市経営の推進として３つの重点プロ
ジェクトを「公共施設の再生」「財政健全化」「協働型社会の構築」と設定しました。
それらを体系図に表すと以下のとおりとなります。

将来都市像　未来のために ～みんながやさしさでつながるまち～ 習志野

支え合い・活気あふれる「健康なまち」

安全・安心「快適なまち」 育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

誰もが健康を維持できる
保健・医療・福祉の充実

にぎわいと活力を創出する
地域経済・産業の振興

未来をひらく
教育の推進

生涯にわたる
学びの推進

子どもが健やかに育つ
環境の整備

ともに安心を築く
危機管理・安全対策の推進

互いを認め合い
尊重し合う社会の推進

暮らしを支える
都市基盤の整備

自然と調和する
環境づくりの推進

財政健全化公共施設の再生 協働型社会の構築

自立的都市経営の推進自立的都市経営の推進

３つの重点プロジェクト

将来都市像を実現するための３つの目標

将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進Ⅲ
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◇	　市民生活には、健康を気遣える環境の整備
が重要です。市民一人ひとりが健康に対する
意識を高め、健康的な生活を自ら選択して実
践し、主体的に楽しく健康づくりができるよ
う「習志野市からだ・心・歯の健康づくりを
推進し、地域社会全体で個人の健康を支え守
るための社会環境の整備に取り組むまちづく
り条例」に基づき、あらゆる分野において健
康づくりを意識した取り組みを推進します。

◇	　全ての市民が、住み慣れた地域で心身ともに健やかに、笑顔に満ちた生活を送
るためには、年齢・性別・障がいの有る無しにかかわらず、皆地域の一員として
居場所を得ながら、自信と誇り、生きがいを持って社会参加を続けることができ
る共生社会を醸成していかなければなりません。そのために、必要な福祉サービ
スの内容と、提供体制を示した地域福祉計画に基づき、社会的に弱い立場にある
人たちの人権を守り、地域の一員として包み、支え合い、あらゆる人の存在価値
を認める取り組みを地域住民とともに進めます。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第１章　支え合い・活気あふれる「健康なまち」

てんとうむし体操イメージキャラクター
てんてんちゃん

はつらつとした若さを失わないまちで
あるためには、市民一人ひとりが健康で
あることに加え、まちが健康であること
も不可欠です。

市民一人ひとりの健康とは、一人ひと
りが健康に対する意識を高め、健康的な
生活を自ら選択し、主体的に取り組むこ
とです。また、それらに加え、様々な分
野で相互に連携・協働し、健康を地域社
会全体で支え、守るための社会環境づく
りに取り組むことが必要です。

まちの健康とは、人々が活気に満ち溢

れ、いきいきとした地域社会であること
です。そのためには、身近な商店街の活
性化や企業の定着等に取り組むことが必
要となります。

そこで、人の健康づくりとして「誰も
が健康を維持できる保健・医療・福祉
の充実」の観点と、まちの健康づくりと
して「にぎわいと活力を創出する地域
経済・産業の振興」の観点から、支え合
い・活気あふれる「健康なまち」を目指
します。

第１節　	「誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉の充実」

第１章 支え合い・活気あふれる「健康なまち」

Ⅲ−１ 将来都市像を実現するための３つの目標

ま ち づ く り の 方 向 性
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◇	　高齢化が急速に進展するなか、
高齢者が健康を保ち、できるだ
け介護を必要とする状態になら
ないよう、健康づくりと介護予
防の取り組みを進めます。また、
たとえ要介護状態になっても、
住み慣れた地域で安心して生活
が継続できるよう、医療・介護・
予防・住まい・生活支援のサー
ビスを一体化して提供する地域
包括ケアの推進を図ります。

◇	　経済的に困窮する方への就労支援を強化し、経済的自立を促すための事業の推
進を図り、健康で文化的な生活を送れるよう、国の各種施策と併せて支援を進め
ていきます。また、市民の安心・健康を支える国民皆保険制度を維持するために、
国や県との連携を図りながら適切な運営に努めます。

◇	　「習志野市産業振興基本条例」の基本理念に基づき、商業・工業・農業・観光
の振興、中小企業支援、就労環境の充実、勤労者の支援、新しい産業の育成に取
り組みます。

◇	　消費者の利便性向上を図るため、身近で便利な商店街づくり、商店同士や市民
参加の地域と連携した取り組みを推進し、地域商店と大型店の共存共栄による商
業活性化のための各種支援策に取り組みます。

◇	　経営基盤の強化と経営革新や経営安定のための各種支援策に取り組み、中小企
業の経営支援を図ります。

◇	　利便性の高い交通網を持つ本
市の恵まれた立地を活かして、
工業集積の場として魅力の創出
に努めます。併せて良好な操業
環境の保持や関係団体等との連
携による施策を推進し、企業誘
致と定着に取り組みます。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第１章　支え合い・活気あふれる「健康なまち」

第２節　	「にぎわいと活力を創出する地域経済・産業の振興」

実籾ふるさとまつり

障害福祉サービス事業所　花の実園
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◇	　安全な農産物の供給、効率的かつ持続性のある農業経営の確立に努めます。ま
た、市産市消の取り組みの拡大や限られた農地の効率的な活用、身近な消費者で
ある地域住民との協働等により幅広く都市型農業を推進します。

◇	　市民自らが新しい着想をもって創りあげたイベントやプログラム等により、本
市の魅力を向上させ、より多くの市民が愛着と誇りを持つまちにします。このこ
とによって、周辺地域や遠方の人々が興味を持って訪れてくる、「“住んでよし”
から“訪れてよし”のまちづくり観光」を目指した施策を官民一体で推進します。
また、近隣市と連携した観光振興を推進するとともに、友好都市との交流を継続
します。

◇	　産学民官連携による産業基盤の強化や発展、技術開発力の向上、新技術・新製
品の開発を支援します。また、商業・工業・農業・観光等の地域産業資源の連携
を促進し、相乗効果による新たな製品や商品、サービス等の創出に取り組み、市
内における創業・起業を支援するための各種施策の強化を図ります。	

◇	　仕事と生活の調和を推進するとともに、生きがいを持っていきいきと働けるよ
うな勤労者福祉の向上を図ります。また、国・県の各種支援策を活用し、充実し
た雇用・就労の環境づくりを推進します。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第１章　支え合い・活気あふれる「健康なまち」

茜浜の工業集積地
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Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第２章　安全・安心「快適なまち」

暖かい生活環境をととのえ、住みよい
まちをつくるために、市民の安全・安心
を守ることは市の責務です。一方、自ら
の安全や財産を守り、また地域で互いに
助け合い支え合うことは市民の責務です。

市民と市が協力し合うことにより、危
機に対応することができる、「ともに安
心を築く危機管理・安全対策の推進」を
図ります。

◇	　東日本大震災の教訓を踏まえた大規模災害や多様化する危機への対応及び発生
した危機に対する被害の軽減を目指します。そのため、市民が安心して生活を送
ることができるよう危機管理体制の更なる向上を図り、併せて市民の危機に対す
る意識の醸成に努めます。

◇	　災害による被害を最小限とするため、市や関係機関が行う「公助」の体制強化
はもとより、市民の「自助」「共助」の力を高めます。

◇	　消防施設・装備の充実は大規模災害の要です。いかなる災害にも対応できる施
設・装備を充実させ、併せて消防団等の組織との連携強化を図ることにより、安
全で安心な暮らしができるまちづくりを推進します。

◇	　救急業務体制の充実を図るとともに救命効果の向上に向けた様々な取り組みを
積極的に行います。

◇	　市民・事業者・警察・市等が連携を図りながら情報を共有化し、町会・自治
会・関係機関・団体等との連携を強化します。これにより、地域ぐるみの防犯体
制を充実させ、市民一人ひとりの防犯意識
の向上に努めます。

◇	　交通安全に関する啓発活動を強化し、交
通ルールの周知・交通マナーの向上を図る
とともに、交通安全教育の充実に取り組み
ます。

また、市街地の整備や道路・交通・下
水道・ガス・水道等の「暮らしを支える
都市基盤の整備」を推進し、地球規模で
考える温暖化防止対策や自然の保護、公
園の整備等の「自然と調和する環境づく
りの推進」を図ることによって、青い空
とつややかな緑のある安全・安心「快適
なまち」を目指します。

第１節　	「ともに安心を築く危機管理・安全対策の推進」

避難訓練

第２章 安全・安心「快適なまち」

ま ち づ く り の 方 向 性
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◇	　市民生活を安全で豊かなものとする環境づくりに取り組み、消費生活の向上を
図ります。また、自立した消費者になるための様々な消費者教育、啓発、情報提
供に努めます。	

◇	　住みやすさや事業展開のしやすさ等の向上を目指して、都市基盤整備方針の見
直しに取り組みます。また、地域にあった土地利用が図られるよう地区計画制度
を推進します。

◇	　交通拠点である駅周辺のバリアフリー化
を進め、安全で安心して利用できる環境を
整備します。

◇	　市民生活に密着した生活道路・公園等の
整備を進めるとともに、良好な住環境の創
出と市街地形成を図るための景観施策に取
り組みます。

◇	　市民の住生活をより豊かなものとするため、市民生活に深く関わる施策と密接
な連携を進めることにより、総合的な住宅施策を展開します。

◇	　旧耐震建物の早急な耐震化の推進が求められているなか、耐震診断・耐震補
強・バリアフリー化の推進に努め、維持管理や建替えに対する支援に努めます。

◇	　安全で活力あるまちづくりを推進し、災害時における輸送力を確保するため、
都市計画道路の効率的・効果的な整備の推進と道路・橋梁の老朽化への対応を
図ります。併せて生活道路のバリアフリー化を進め、高齢者や障がい者等が円滑
に通行できるよう改修・改良を行い、全ての市民にやさしいまちづくりを推進し
ます。

◇	　公共交通空白・不便地区等への対策として、地域の特性に適した移動手段の確
保に努めるとともに、公共交通事業
者と連携し、移動の利便性向上を図
ります。

◇	　公共下水道の未普及地区について
整備を進めます。また、老朽化した
幹線管渠等について調査・設計を行
い、公共下水道の改築・耐震化を進め、

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第２章　安全・安心「快適なまち」

第２節　	「暮らしを支える都市基盤の整備」

バリアフリー化として設置された
エレベーター

東習志野・実籾地域バス
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併せて健全な運営に努め、安定した下水道事業を進めます。更に、浸水時の避難
勧告の実施等、総合的な浸水対策を推進し、浸水被害を軽減します。

◇	　将来にわたって低廉な料金水準を維持し、安全で安定したガス・水道を供給す
るため、ガス・水道施設の耐震化及び更新計画を策定し、災害に強いガス管・水
道管への入替を推進します。

◇	　持続可能な社会を築くために、市民・事業者・市が主体となって、地域レベル
での総合的・計画的な地球温暖化防止施策を推進します。また、再生可能エネル
ギーの導入・普及の推進及び省エネルギー機器等の普及を促進します。

◇	　循環型社会を実現するため、市民・事業者・市が一体となって、環境負荷の少
ないごみ処理体系の形成を目指します。また、再生利用率の向上のための施策や
ごみの排出ルール徹底のための施策に取り組みます。併せて効果的・効率的なご
み処理体制やし尿処理体制の構築を進めます。

◇	　市民のかけがえのない共有財産であるハ
ミングロードや里山等、市内に残る自然環
境の保護・保全に努めます。また、谷津干
潟を重要な環境資源として保全・再生に努
めるとともに、賢明な利用を図り、市民の
学習・交流・情報交換の場として活用しま
す。

◇	　都市公園や緑地・緑道の適正な配置・整
備と併せて、公共施設や事業所等の緑化を
推進します。街並みのなかの緑の空間を保
全することで、市民の暮らしにやすらぎを
与える、快適な生活環境を創造します。

◇	　大気汚染物質や水質・土壌・地下水汚染
等を監視し、有害化学物質等への対応に努
めることで、健康で安心して暮らせる生活
環境を保全します。

◇	　学校教育・環境施設・環境保全活動を通じて環境学習の充実を図り、地域の環
境保全への意識を醸成します。また、公共空間の環境美化を図り、まちの美観を
守るきれいなまちづくりを推進します。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第２章　安全・安心「快適なまち」

第３節　	「自然と調和する環境づくりの推進」

ハミングロード

都市公園
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教育に力をそそぎ、すぐれた文化をは
ぐくむ調和のとれたまちをつくるために
は、教育行政の充実は大切です。本市が
市制施行以来守り続けた「百年の計は人
を育てるにある」という教育方針は、今
後も変わることなく市政に反映していき
ます。

また、市民が心豊かな生活を過ごす
ためには、生涯を通して常に「興味」や

「好奇心」といった「学び」の向上心を
保ち続けられる環境を整えることが重要
です。

本市では、安心して子育てのできる
「子どもが健やかに育つ環境の整備」や、
幼児教育・義務教育において「未来をひ

◇	　地域の子育ち・子育て支援の拠点として、幼保一元施設の整備を進めます。併
せて質の高い幼児期の教育・保育の一体的提供や保育の量的拡大、家庭における
養育支援を充実させる等、地域の子育ち・子育て支援サービスの充実を図ります。

◇	　近年、核家族化の進行や共働き家庭の増加に伴い、将来においても引き続き子
育てと仕事の両立支援が求められています。待機児童を解消し、保護者が安心し
て働き続けることができるよう、様々な主体による保育所機能の拡充のほか、多
様な保育サービスの充実を図ります。

◇	　子育ての不安や負担感が高まるなか
で、地域との連携を図りながら親子が
ふれあうことの大切さを伝えます。そ
れとともに子育て中の親子が気軽に集
い、相互交流や子育ての不安・悩みを
相談できるよう、場の提供を引き続き
行います。

らく教育の推進」に取り組み、自立した
社会人の養成と輩出を目指します。

また「生涯にわたる学びの推進」では、
「一市民、一文化・一スポーツ・一ボラ
ンティア」のスローガンのもと、市民一
人ひとりが生涯にわたって自ら学び、自
立して活動しようとする意識と仕組みを
醸成します。

こうしたなかで「互いを認め合い尊重
し合う社会の推進」により、あるゆる問
題に対して、互いに尊重し合い、協調し
ながら取り組むことのできる人を育成し、
様々な主体の参画による育み・学び・認
め合う「心豊かなまち」を目指します。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第３章　育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

第１節　	「子どもが健やかに育つ環境の整備」

杉の子こども園

第３章 育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

ま ち づ く り の 方 向 性



37

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第３章　育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

◇	　様々な家庭の育児不安に対応するため、一人ひとりの子どもの置かれた状況の
多様性を社会的に尊重し、個々のケースに対応した相談・支援を行います。加え
て、虐待の未然防止・早期発見・対応の体制を強化し、特に支援が必要な家庭も
含めた全ての子育て家庭が自立し安心して暮らせるよう、支援の充実を図ります。

◇	　家庭や地域の子育て力の低下や地域のつながりの希薄化が懸念されています。
そのなかで、地域やボランティアの支援を得ながら、地域による子育て支援を推
進し、地域全体で子どもや子育て家庭を見守る体制づくりを推進します。

◇	　幼児教育のニーズが多様化するなか
で、生きる力の基礎を培うため、幼児
の主体性と元気な身体と豊かな心を育
む保育・教育課程の編成に努めます。

◇	　子どもの健全な育成のため、基本的
生活習慣や食事の大切さを啓発し、就
園前からの家庭・保護者の教育力の向
上に努めます。

◇	　教育は人づくりであり、人づくりはまちづくりに直結するものです。小さなま
ちの大きな教育を更に充実・発展させて、豊かな人間性と優れた創造性を育む、
習志野の人づくりを実践します。

◇	　生涯にわたって学ぶ力を培うために、わかる授業を展開し、基礎・基本の定着
と学ぶ意欲の向上を図ります。併せて道徳教育や体育・食育等の指導の充実によ
り、子どもが未来をひらくために必要な、知・徳・体のバランスのとれた生きる
力を育みます。また、体験活動・学校行事の充実を図るなかで、互いに認め合い、
他者と協調する力を伸ばし、いじめ・不登校の未然防止・解消を図ります。

◇	　学校との連携のもと、本市の教育を
支えてきた教師の技術・意欲の確実な
伝承を図り、教職員の教育力の向上に
努めます。更に、開かれた学校づくり
により教育への信頼を高め、地域・保
護者と連携を更に深めて、地域全体の
教育力を向上させます。

第２節　	「未来をひらく教育の推進」

幼児教育

学校教育
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◇	　今後も情報通信技術は急速に進展し、コミュニケーションの在り方や授業のス
タイルにも影響を及ぼすものと考えられます。これに対応するため、新たな指導
方法の研究や教職員への研修を適切に行い、教育の質の向上を図ります。

◇	　子どもの生命を第一に考え、児童生徒の安全な学習環境を整備するとともに、
児童生徒への安全教育や防災・減災の担い手を育む教育の充実を図ります。	

◇	　公民館や図書館における生涯学習支
援機能を充実させ、誰もが目的や志向
に応じた学習ができる機会の提供に努
めます。併せて市民が自立して学習を
行うことができるよう支援します。

◇	　市民が日常的に学び、その学習成果
を活かすことができるよう、地域にお
ける活動等の情報提供に努めます。

◇	　多くの市民が芸術・文化等の活動に親しむことができるよう、鑑賞し教養を高
めたり、参加し創造したりする機会の充実を図ります。また、芸術文化団体間の
交流を推進し、団体の育成と併せ、芸術文化活動の活性化も図ります。

◇	　本市の歴史を多くの方が身近に感じ、郷土愛が育まれるよう、埋蔵文化財発掘
調査による出土品等の資料・古文書・文献・写真・民俗資料等の文化財や歴史資
料の調査・収集・保護・保存・展示に努めます。

◇	　「するスポーツ」や「見るスポー
ツ」のみならず、指導者を育成し
たり身近なチームを支えたりする
等のスポーツ環境を整える「支え
るスポーツ」を推進します。また、
生涯にわたるスポーツライフの実
現を目指し、競技やレクリエーシ
ョン、子どもから高齢者、障がい
者等まで、様々な分野・世代でス
ポーツ活動の充実を図ります。

◇	　生涯学習・スポーツ活動の場を提供するため、市内大学等との連携を図り、民
間スポーツ施設等の活用も推進します。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第３章　育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

第３節　	「生涯にわたる学びの推進」

図書館

芝園テニスコート・フットサル場
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◇	　少子高齢化の進展や国内経済の活性
化等、社会経済情勢に対応する上で、
男女が対等な社会の構成員として、互
いに人権を尊重しつつ責任を分かち合
い、その個性と能力を十分に発揮でき
る男女共同参画社会の形成が必要です。
そのため、市民・事業所等多様な主体
との連携・協働による実践的活動に取
り組み、充実した心豊かな生活の実現
を目指します。

◇	　在住外国人が安全で安心な生活が送れるよう、関係団体と連携を図りながら支
援し、国籍を超えた人々との共生意識を育むことで、多文化共生社会の実現を目
指します。

◇	　海外姉妹都市との交流を中心とした青少年同士の交流を促進します。また、異
文化体験を通じて多様性を受け入れ、郷土愛を育み、文化の違いを超えて協力し
合えるような市民の国際感覚の養成に努めます。

◇	　「核兵器廃絶平和都市宣言」に基づき、我が国が世界唯一の核被爆国として被
爆の恐ろしさと、被爆者の苦しみを広く訴え続けます。また、恒久平和を願い、
市民の平和を希求する意識を醸成し、次世代へも継承されるよう平和を構築する
活動に努めます。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－１　将来都市像を実現するための３つの目標
第３章　育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

第４節　	「互いを認め合い尊重し合う社会の推進」

男女共同参画センター

平和事業
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今後、日本は、グローバル化・高度情報化社会の進展・環境問題の顕在化・経済の
変動等、世界規模での大きな変化のなかで、少子超高齢社会の到来という、かつてな
い人口構造の変化の局面を迎えます。

現在、これらの変化により、生産年齢人口の減少や家族形態の変化、地域社会意識
の希薄化、高齢化に伴う社会保障費用の急速な増大、雇用規模の縮小といった多くの
課題に直面しており、将来もその厳しさが増していくものと考えられます。

また、本市を取り巻く環境も、人口構造の変化や社会保障費の増加、あるいは公共
施設の老朽化等、国のおかれた状況と同様であります。

しかしながら、こうした厳しい状況下においても、将来都市像を実現するために掲
げた３つの目標の達成に向け、取り組みを着実に実行していくことが重要です。

そして、この施策の着実な実行を下支えするためには、長期的な視点に立ち、持続
可能な行財政運営を計画的に実行する、自立的な都市経営の推進が必要です。

そのためには、自らの責任と創意工夫のもと、限りある経営資源で最良の行政サー
ビスを提供しつつ、引き続き自ら改革を推進し、積極的な行政情報の提供や行政機能
の効率化、職員の人材育成等、常にコスト意識を持った効率的・効果的な取り組みを
実行していきます。

また、将来にわたって持続可能な都市経営を続けていくために「新しい公共領域」
の形成が必要です。

地域住民・ＮＰＯ・ボランティア・事業者等は、自主性と創造性を活力とした地域
社会を構築する上での主体です。多様な主体と市が、互いに連携・協力し、適切な役
割分担と責任に基づき、公共サービスを担い合う協働によるまちづくり、公民連携の
取り組みを推進していきます。

更には、情報化社会が進展するなか、情報セキュリティを向上させるとともに、情
報通信技術の活用による行政コストの削減や、情報伝達に双方向性を持たせることに
より市民ニーズを的確に把握し、市民サービスの向上を推進していきます。

以上を踏まえ、自立的都市経営を推進するために「経営改革大綱」を策定し、この
中でも特に本基本構想期間（平成26～37（2014～2025）年）全体における重点プロジ
ェクトとして、次の３項目を掲げます。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－２　自立的都市経営の推進

将来都市像を実現するための
〜 自立的都市経営における重点プロジェクト 〜

1.　公共施設の再生
2.　財政健全化
3.　協働型社会の構築

Ⅲ−２ 自立的都市経営の推進
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本市では、これまで「文教住宅都市憲章」の理念のもと、社会経済情勢に応じた施
策を展開し、時代の変化に対応した市民サービスを提供できるまちづくりを推進して
きました。

特に、バブル経済崩壊以降の国・地方の厳しい財政状況のなかでも、市民生活の充
実と持続可能な行財政運営を実現するために、継続的な行財政改革を推進し、一定の
成果を挙げてきました。

その一方で、公共施設は、地方自治法において「住民の福祉を増進する目的をも
ってその利用に供するための施設」と定義されていますが、土地・建物・インフラ等、
保有する資産に関する改革の取り組みが十分とは言えませんでした。

そこで、将来のまちづくりを持続可能なものとするため、本市が保有する資産のう
ち、特に公共施設についての現状と課題を把握・分析し、施設が地域で果たす役割や
機能を見直します。

また、限られた財源のなかで、時代に適合した住民サービスを提供できる公共施設
の再生と再配置を、効率的・効果的に実行します。

■ 公共施設再生計画基本方針
本市が保有する公共施設は、先代から受け継がれてきた貴重な資産です。限られた

財源のなかで、これらの資産を有効活用し、効率的な施設の維持管理・更新に努めて
いくことは、将来のまちづくりに繋がる重要な取り組みとなります。

公共施設の再生にあたっては、施設の現状と課題を把握・分析し、その上で適切な
資産管理のもと、これを実行し、将来のまちづくりを持続可能なものとしていきます。

また、対象となる施設は、小学校及び中学校等の教育施設、幼稚園・保育所等の子
育て支援施設、生涯学習の拠点となる公民館やコミュニティセンター、そのほか福祉
施設やスポーツ施設、市営住宅や消防施設、庁舎等、市民サービスの拠点となる施設
とします。

この公共施設の再生には次の３つの方向性があります。
①　施設重視から機能優先へ考え方を転換する「施設と機能の分離」
②　更新が可能な量まで、施設の更新事業費を圧縮する「保有総量の圧縮」
③	　計画的な維持保全を行い、バリアフリーや環境対応、避難所としての機能向上

等に努める「施設の質的向上」
これらの考え方を柔軟に取り入れ、時代の変化に対応した市民サービスを提供する

ための場としての公共施設の整備を行い、持続可能な都市経営の基盤を整備します。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－２　自立的都市経営の推進

重点プロジェクト  1 公共施設の再生
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本市では、地方分権・地域主権改革が進むなかで、自主自立のまちづくりを推進し
ていくために継続的に行財政改革を進めてきました。

それは、少子高齢化やグローバル化の進展、国や地方財政の悪化、環境問題への関
心の高まり等、社会経済情勢の大きな変化、あるいは市民意識の多様化・高度化等の
構造的な変化への的確、迅速な対応です。

しかし、近年、世界規模で経済状況が急激に変化し、予測のための前提条件が大き
く異なってきたこと等から、財政運営の先行きの不透明感はこれまで以上の高まりを
見せています。

本市においても、歳入の根幹である市税収入については、人口減少・少子超高齢社
会の到来に加え、個人所得が減少するなかで、個人市民税の減収が懸念されます。

また、固定資産税・都市計画税は、開発により一時的な伸びは期待できるものの、
継続した増収を見込みにくい状況となっています。

このように、これまで全国的にも恵まれ、安定的な財源であった本市の市税を取り
巻く環境は、大変厳しい状況にあります。

一方、歳出においても、東日本大震災による復興関連経費のほか、生活保護費や児
童福祉費等の扶助費の増大が予想され、更に今後の公共施設の耐震化、再生・再配置
に伴う財政負担は、本基本構想の実現にも大きな影響を与えることになります。

以上のことを踏まえて、引き続き行財政改革に積極的に取り組み、将来を見据えた
財政の健全化を実現し、自主財源の確保を常に視野に入れながら、自立した都市・財
政基盤を構築するための財政健全化を推進します。

■ 財政健全化
地方自治体における財政問題は、自治体経営の根幹をなす問題であり、持続可能な

財政運営なくしては、本市の将来展望が開けません。
近年、景気の低迷や社会の閉塞感は、社会経済構造の転換を促し、地方自治体にも

大きな構造転換を迫っています。
そうしたなかで、様々な社会経済情勢の変化へ対応するためには、それぞれの地域

で地方分権・地域主権改革を推進していく必要があります。
本市においては、自主自立したまちづくりを推進するための財政構造の体質強化を

図るべく、財政健全化に向けた様々な取り組みや行政改革を実施してきました。しか
し、依然として、厳しい財政状況が続いています。

こうした財政の現状を克服し、将来にわたって自主自立したまちづくりを進めてい
くため、身の丈に合った行財政運営を目指し、行政運営経費の削減、債務の適正な管
理、歳入の確保、計画的な基金の積み立て等に引き続き努めます。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－２　自立的都市経営の推進

重点プロジェクト  2 財政健全化
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地方自治体と国との行政システムの枠組みが大きく変わるなか、市民ニーズを的確
に捉え、効率的・効果的な公共サービスを実現していくことが求められています。

しかし、近年の少子高齢化や子育て・環境・教育・防犯・防災等地域の抱える社会
的課題は複雑・多様化しており、市のみで十分な対応をすることが困難なケースも生
じています。

このようななかでは、人と人との心と行動が響き合い信頼し合える、コミュニケー
ション豊かな支え合いと活気ある社会づくりが求められています。

地域で困ったことがあったら地域の方に相談できるまち、地域で起こった問題は地
域で解決できるまち、地域の皆さんと趣味や文化・スポーツの楽しみを分かち合える
まち。そのようなまちであれば、安全・安心で快適に暮らせ、充実した生活を送るこ
とができます。

本市では、市制施行以来、市民とともに築くまちづくりを進めてきました。
今後も更に、ＮＰＯ・ボランティア活動団体・企業・学校・町会・自治会等多様な

主体が公共サービスの担い手となり、地域の様々な課題解決に向けて連携・協力する
「協働」を推進します。

このように、市民自らが公共サービスの担い手となることで、地域の課題解決に向
けた「市民の力」「地域の力」が向上し、各地域で質の高いきめ細やかな公共サービス
の展開が可能となります。

また、「市民と市」「市民と市民」等、協働に関わる全ての人々の連携を強化するな
かでは、情報の共有が大切となります。情報発信力・情報収集力の向上を図り、更な
る情報化社会への対応を進め、地域活動がしやすい環境の整備に努め、民間の力を生
かし、潤いと活力ある成熟した「協働型社会の構築」を目指します。

■ 市民協働基本方針
「市民協働」が求められる背景には、高齢化・子育て・環境・教育・防犯・防災等

様々な課題が地域にあり、市民のニーズも多様化・複雑化しているなかで、市が行う
画一的なサービスには限界のあること、更には地方分権の流れ、まちづくりへの意識
の高まり、市民自らが課題を解決する力の向上といった大きな時代の変化があります。

この「市民協働」とは、まちづくりの担い手である市民・市民活動団体・企業・学
校等の市民協働のパートナーと市が、互いの特性を理解し、対等な立場で共通の目標
を達成するために協力・協調することです。

市民協働には、①「自主性・自立性」②「相互理解」③「目的の共有」④「対等な
関係」⑤「情報の公開・共有」という５つの基本原則があり、この原則を守りながら
それぞれの責任と役割を理解し、対等な立場で活動していきます。

本市では、協働しやすい環境づくりに向け、①推進体制の整備	②活動拠点の充実	
③市民活動の支援	④意識改革・人材育成	⑤市民活動団体等との連携・交流という、
５つの分野で、関連施策を推進します。

Ⅲ　　　将来都市像を実現するための３つの目標と自立的都市経営の推進
Ⅲ－２　自立的都市経営の推進

重点プロジェクト  3 協働型社会の構築
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